
 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

八幡市では、様々な高速道路が交差する交通の要衝として、４つの工業団地を中

心に多種多様な企業が立地している。 

  市内全域でみると、製造業等の第２次産業の割合は、約 19％、卸売業・小売業や

宿泊業・飲食サービス業等の第３次産業の割合は、約 80％となっている。また、従

業者数 50 人未満の企業が、約 95％であることから、八幡市の経済は、中小企業者

によって支えられていると言える。 

人口は、1993年に 7 万 6千人を超えたのを境に 2020年には約 7 万人となるなど

緩やかではあるが、減少傾向で推移している。年齢構成でみると、2000年の年少人

口 14.3％、生産年齢人口 72.7％、老年人口 13.0％であったが、2020年ではそれぞ

れ 11.7％、57.1％、31.2％となっており、少子高齢化が進行している。 

少子高齢化による生産年齢人口減少が進行するなか、中小企業者においては、雇

用の確保は喫緊の課題であり、このような状況を放置すれば、産業基盤の消失を招

きかねない。この状況を改善するため、中小企業者の労働生産性の向上を図り、先

端設備等の導入を支援していくことにより、人手不足に対応した産業基盤を整備す

る必要がある。 

 

（２）目標 

  生産性向上特別措置法第３７条第１項の規定に基づく導入促進基本計画を策定

し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、中小企業者における労働生産性

の向上を推進し、地域経済の発展に資することを目指す。これを実現するための目

標として、計画期間中に５０件程度の先端設備等導入計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

  先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（導入促進指針に定めるもの

をいう。）が年率３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

  本計画における対象設備は、多様な産業の設備投資を支援するため、経済産業省

関係生産性向上特別措置法施行規則第１条第１項に定める先端設備等全てとする。 

 



３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

  本計画における対象地域は、地域に偏りなく幅広く中小企業者の生産性向上を実

現するため、市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

  本計画における対象業種及び事業は、多様な産業において幅広く中小企業者の生

産性向上を実現するため、全ての業種及び事業とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

  導入促進基本計画の計画期間は、国が同意した日から５年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

  先端設備等導入計画の計画期間は、３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に際し配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取組を先端設備等導入計画の認定の対象としない、設備

導入に伴う人員増が労働生産性の評価にあたって不利にならない等、雇用の安定

に配慮する。 

 

（２）公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められるものについては、

先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

 

 


